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「企業の農業参入」企業経営者緊急アンケート調査
結 果 報 告

2013年12月3日

頁
【企業の農業参入に関する意見について】

①農地所有： 企業も農地所有できた方がよいとする回答が、参入企業の過半（53.1％） １
②農地中間管理機構の創設：「評価する」との回答が過半（67.5％） ２
③農地リース方式のネック：「農業に従事する業務執行役員が1人以上必要」という
要件が最大のネックとする回答が4分の1（25.5％） ３

④農業生産法人活用方式のネック： 出資に制限のある「構成員要件」（26.7％）と
役員の過半が農業常時従事者とする「役員要件」（25.0％）とする回答が多い ４

⑤TPP交渉での重要5品目の取扱：「農業参入に影響はない」とする回答が過半（60.6％） ５

【自社の農業参入の状況について】
⑥・⑦収支：「農業事業全体」「農業生産部門」ともに黒字は3割程度 ６・７
⑧参入地域： 北海道、北関東（埼玉県、千葉県、茨城県等）が多い ８
⑨参入形態：「施設型（植物工場、施設園芸など）」が3分の1（32.1％）を占め最多 ９
⑩参入対象作物：「野菜」が過半（57.9％）を占め、「米」は少ない（8.4％） 10
⑪参入時の苦労：「農業技術の習得」に最も苦労（82.5％） 11
⑫参入時の協力状況：「農協（JA）」は農業委員会や自治体よりも「非協力的」（44.4％）12
⑬参入の目的：「経営の多角化」が4分の1（26.6％）を占め最多 13
⑭参入に貢献した経営資源：「信用」が4分の1（25.8％）を占め最多 14
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・農地法により企業は農地を所有できないが、「一般的に企業が農地
を所有できた方がよい」と考える企業は、農業参入（検討も含む）企
業の過半(53.1%)を占めた。

＜調査結果①＞

有効回答数 64

一般的に企業が農地所有できた方が
よいと思うか

所有でき
なくても良

い
32.8%

所有でき
た方が良

い
53.1%

分からな
い

14.1%

（SA）
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・政府が創設しようとしている｢農地中間管理機構｣について、 全体の3分
の2(67.5%)が「評価する」としている。

＜調査結果②＞

有効回答数 271

「農地中間管理機構」の創設を評価するか

分からな
い

30.6%

評価する
67.5%

評価しな
い
1.8%

（SA）
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・農地リース方式のネックは、｢特にないが」半数(49.1%)を占め、次い
で｢農業に従事する業務執行役員が1人以上必要｣が4分の１（25.5%）。
・リース期間は「5年以上10年未満」「10年以上」が多い（各13.6％）。

＜調査結果③＞

25.5%

10.9%

9.1%

5.5%

49.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

特にない

農業に従事する業務執行役員が1人以

上必要なこと

法律上最大50年のリース期間が、実際

はより短期にならざるを得ないこと

賃借契約に解除条件が付いていること

地域との適切な役割分担が求められ

ていること

農地リース方式の最大のネック

（％）

（ＳA）

有効回答数 55

農地リース方式のリース期間

農地リース
方式によ
る参入は
していない

57.6%

10年以上
13.6%

5年以上10
年未満
13.6%

3年未満
8.5%

3年以上5
年未満
6.8%

（SA）

有効回答数 59
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・農業生産法人を活用した参入のネックは、｢特にない｣(31.7%)が最も多
い。次いで、「農業生産法人への出資は総議決権の４分の１以下とする
規制」｢役員の過半が農業の常時従事者であること」を挙げる企業も、そ
れぞれ4分の1ずつを占めた。

＜調査結果④＞

有効回答数 60

26.7%

25.0%

15.0%

1.7%

31.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

特にない

農業生産法人への出資が関連事業者

等に限定され、総議決権の4分の１以

下とする規制があること（構成員要件）

役員の過半が農業の常時従事者でな

ければならないこと（役員要件）

売上高の過半が農業によらなければな

らないこと（事業要件）

株式会社による場合株式譲渡制限が

あること（法人形態要件）

農業生産法人を活用した参入の最大のネック
（％）

（ＳA）
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・TPP交渉での重要5品目の取扱いは、自社の農業参入に「影響ない」と
する企業は全体の7割(72.1%)を占めた。

・農業に参入(参入を検討)した企業だけでみても、6割（60.6％）が「影響な
い」とみている。

＜調査結果⑤＞

TPP交渉における重要5品目（米、麦、牛
肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物）の取扱
いは、貴社の農業参入に影響があるか

少し影響
がある
14.9%

大きな影
響がある
13.0%

ほとんど
影響ない
26.7%

全く影響
ない
45.4%

（SA）

有効回答数 262

TPP交渉における重要5品目（米、麦、牛
肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物）の取扱
いは、貴社の農業参入に影響があるか
＜農業に参入(参入を検討)した企業のみ＞

全く影響
ない
25.8%

ほとんど
影響ない
34.8%

大きな影
響がある
24.2%

少し影響
がある
15.2%

（SA）

有効回答数 66
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・「農業事業全体で単年度黒字」を達成したのは、3分の１(33.3%)に過ぎ
ない。

＜調査結果⑥＞

農業事業全体(農産物の生産･加工･流
通･販売などを含む）として単年度黒字を達

成したか(達成する見込みか)

達成でき
た

33.3%

達成でき
なかった
66.7%

（SA）

有効回答数 39
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・「農業事業の生産部門だけ」で単年度黒字を達成したのは３割(28.9%)
に過ぎない。

＜調査結果⑦＞

農業事業の生産部門だけで単年度黒字を
達成したか(達成する見込みか)

達成でき
た

28.9%

達成でき
なかった
71.1%

（SA）

有効回答数 38
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・農業に「参入している」企業は１割強(38社)。参入を「検討している」
企業などと併せて、農業参入への取組企業は全体の4分の1（70社）。

・参入地域は、北海道が最も多く、次いで埼玉県、千葉県、茨城県など
北関東の県が続いている。

＜調査結果⑧＞

10.0%

1.4%

0.0%

75.0%

13.6%

0% 20% 40% 60% 80%

既に参入している

参入したことはないが検討はしている

過去に参入したが撤退し、再度参入の

検討はしていない

過去に参入したが撤退し再度参入の

検討をしている

参入はしていないし検討もしていない　

農業に参入しているか(参入を検討しているか)

（％）

（SA）

農業参入をした都道府県
(上位8県)

回答企業数
1 北海道 8
2 埼玉県 7
2 千葉県 7
4 茨城県 6
4 愛知県 6
4 大分県 6
7 熊本県 5
7 鹿児島県 5

有効回答:103

有効回答数 280

（38社）

（28社）

（ 4社）
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・農業参入の形態は、「施設型(植物工場など）」が3分の1（32.1％）を占
め最も多く、 ｢農業生産法人の活用」(28.6%)が続いている。

＜調査結果⑨＞

28.6%

23.8%

9.5%

6.0%

32.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

施設型（植物工場、施設園芸など）

農業生産法人の活用

農地のリース方式

その他

農作業の請負

農業参入の形態
（％）

（MA）

有効回答数 84
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・農業参入の対象作物は、｢野菜｣が過半数(57.9%)を占めて最も多く、 ｢果
樹｣(13.7%)が続いている。｢米｣は8.4%。

・「米からの転作」「米以外から米への転作」は、ともに「考えていない」が9割
を占めた。

＜調査結果⑩＞

米から別の作物に代えること
を考えているか

(｢米｣で農業参入した回答者のみ)

考えていな

い

90.0%

考えている

10.0%

既に転作し

た

0.0%

（SA）

有効回答数 10

13.7%

8.4%

6.3%

5.3%

4.2%

3.2%

1.1%

57.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

野菜

果樹

米

畜産・飼料用作物

その他

麦

花き

工芸作物(茶・い草など)

農業参入の際の対象作物
（％）

（MA）

有効回答数 95

米以外から米に代える(拡げる)こと
を考えているか

(｢米｣で農業参入した回答者のみ)

転作した
(参入した)

0.0%

考えている
11.1%

考えてい
ない
88.9%

（SA）

有効回答数 54
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・農業参入する際に苦労したことは、｢農業技術習得｣(82.5%)が最も
多く、｢労働力の確保」(57.5％)・｢農地の確保｣(53.9%)が続いている。

＜調査結果⑪＞

農業参入する際に苦労したこと

17.5%

27.5%

47.5%

30.8%

37.5%

17.1%

25.0%

10.0%

30.0%

33.3%

37.5%

29.3%

35.0% 22.5%

26.8%

7.5%

23.1%

10.0%

55.0%

大変苦労した やや苦労した
あまり苦労

しなかった

ほとんど苦労

しなかった

26.8%

17.5%

12.5%

7.5%

12.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業技術習得

労働力の確保

農地の確保

関連情報収集

販路の開拓

地域との関係

（SA）

有効回答数 41
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＜調査結果⑫＞

・農業参入する際に｢農協（ＪＡ）」が「非協力的」だったとする回答が4
割(44.4%)を占めた。農業委員会、自治体などは3割以下だった。

農業参入する際、地元農協や自治体などは
どの程度協力的だったか

48.4%

44.4%

45.9%

34.3%

25.8%

33.3%

22.6%

11.1%

45.9%

48.6%

非常に

協力的

やや

協力的

5.4%

14.3%

やや

非協力的

2.7%

3.2%

11.1%

2.9%

非常に

非協力的

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業委員会

農協（ＪＡ）

市町村(公社など含む)

都道府県(公社など含む)

（SA）

有効回答数 37
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・農業参入の目的で最も多いのは、｢経営の多角化」(26.6%)。次いで、
「原材料の安定的な確保｣(20.3%)が続いている。

＜調査結果⑬＞

20.3%

20.3%

15.6%

6.3%

6.3%

4.7%

26.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

経営の多角化　

原材料の安定的な確保

その他

地域貢献

企業のイメージアップ

雇用対策（人材の有効活用）

原材料の調達コストの削減

農業参入の最大の目的

（％）

（SA）

有効回答数 64
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・農業参入に最も貢献した経営資源は、｢信用｣が4分の1(25.8%)を占
め、次いで｢資金｣（17.7%）・｢農地｣(16.1%)が続いている。

＜調査結果⑭＞

17.7%

16.1%

11.3%

9.7%

6.5%

6.5%

3.2%

3.2%

25.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

信用

資金

農地

技術

ブランド

設備

その他

労働力

農地以外の土地

農業参入に最も貢献した経営資源

（％）

（SA）

有効回答数 62
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(参考)調査実施概要

実施時期 2013年9月17日～10月4日

調査対象 以下業種の企業2,347社の経営者

※対象業種： 水産・農林、建設、食料品、

卸売、小売、外食・レジャー

有効回答 280社 （回収率 11.9％）

※農業に参入(参入を検討)し、全設問に回答した企業

70社 (回収率 3.0％）

※回答企業属性

＜本件お問合せ先＞

経済成長フォーラム事務局

公益財団法人 日本生産性本部 公共政策部

内山，木内

Tel:03-3409-1137 Fax:03-3409-2810

①業種分布

業種名 ｎ ％ 業種名 ｎ ％

水産･農林 3 4.3% 精密機器 0 0.0%

建設 7 10.0% 電力･ｶﾞｽ 1 1.4%

食料品 16 22.9% 陸運 2 2.9%

繊維製品 0 0.0% 通信 0 0.0%

化学 1 1.4% 卸売 11 15.7%

医薬品 0 0.0% 小売 12 17.1%

金属製品 1 1.4% 不動産 0 0.0%

機械 0 0.0% 外食･ﾚｼﾞｬｰ 7 10.0%

電気機器 2 2.9% その他 7 10.0%

輸送用機器 0 0.0%

②規模(従業員数)分布

従業員規模 ｎ ％ 従業員規模 ｎ ％

100人未満 4 5.7 1,000～4,999人 17 24.3

100～299人 16 22.9 5,000人以上 12 17.1

300～999人 21 30.0
　　※いずれも無回答を除く.農業に参入(参入を検討)し、全設問に回答した企業


